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1.3 経営学や SDGs 投資におけるフォーカスポイント 




























































































































Research Question とした。 
 
３．研究手法 


























































































・一方で従来の動きとは異なり、Twitter 等の SNS 上での発信が、時に大きな社会
ムーブメントになった結果、政治が動いていくといった事例も増えていると感じてい
































































































































































4.4 NPO 法人えがおのたね 児童発達支援・放課後等デイサービスきなこ  

































・行政との Give & Take を心掛けている。行政からの要望を積極的に聞くことで、
行政からも助けてもらうようにしている。 
・実行体制について、人数は少ないがほぼ専属で１人、そういった外回りの担当（代































































4.6 有徳綜合法律事務所 弁護士 近藤 剛   




































































































































■意思決定クライテリア   
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B4 行政でそのまま対応できるか？議会にて対応が必要か？  （Direction Indicator） 
  




C4 世論の支持はあるか（Time Constraint） 
C5 選挙、活動実績など、PR につながるか？（Time Constraint） 
C6 行政でそのまま対応できるか？議会にて対応が必要か？（Direction Indicator） 
  
D 行政における対応方法の検討  
D1 既存のルーティンの中で対応可能か？（Direction Indicator） 
  
E 議会の中での検討  
E1 現実的か？（Gatekeeper） 
E2 主勢力、首長の方針から反していないか？（Gatekeeper） 
E3 世論の支持はあるか（Time Constraint） 
E4 選挙、活動実績など、PR につながるか？（Time Constraint） 
 




















































5.3 Buzz ルートのプロセス分析 
 
 
■意思決定クライテリア   
A 政治家が市井にコンタクトするかの検討  
A1 世論の高まりがあるか？（Gatekeeper） 








B3 その活動に必要な労力に見合った対外的な PR ができるか？（Gatekeeper） 
B4 行政ですぐに対応可能か？議会にて対応が必要か？（Direction Indicator） 
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D 議会の中での検討  
D1 現実的に可能か（Gatekeeper） 
D2 主勢力、首長の方針から反していないか？（Gatekeeper） 
D3 世論の支持はあるか（Time Constraint） 
D4 選挙、活動実績など、PR につながるか？（Time Constraint） 
 






































































































Time リソース ルート適正 
企業の
持続性 
モメンタム  人、資金 通常 Buzz 
大企業 〇 × 〇 〇 × 
中小企業 △ △ △ △ △ 























































































会議員の田中様、千葉県市川市議会議員の N 様、埼玉県議会議員の西山様、NPO 法人
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